
意見書名 意見書の内容（要旨） 提出先

教職員定数の
改善及び義務
教育費国庫負
担制度拡充に
係る意見書

国会及び政府においては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が
計画的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要
請する。
１．計画的な教職員定数改善を推進すること。
２．教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度の負

担割合を２分の１に復元すること。

衆議院議長
参議院議長
内閣総理大臣
財務大臣
総務大臣
文部科学大臣

意見書名 意見書の内容（要旨） 提出先

地方財政の充
実・強化を求
める意見書

　2021年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を的確に見積も
り、地方財政の確立をめざすよう、政府に以下の事項の実現を求めます。
1．社会保障、感染症対策、防災、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大す

る地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保
を図ること。

2．子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増す
る社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保および
地方財政措置を的確に行うこと。

3．新型コロナウイルス対策として、新たに政府が予算化した「新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付
金」については、2020年度の補正予算にとどまらず、感染状況や自治体における
財政需要を把握しつつ、2021年度予算においても、国の責任において十分な財
源を確保すること。

4．地方交付税における「業務改革の取組等の成果を反映した算定（従来のトップラン
ナー方式）」は、地域実情を無視し、本来交付税の求められる財源保障機能を損な
う算定方式であることから、その廃止・縮小を含めた検討を行うこと。

5．「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている1兆円について、引き続き同
規模の財源確保を図ること。

6．2020年度から始まる会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向
けて、引き続き所要額の調査を行うなどして、その財源確保を図ること。

7．森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を行い、林業需要の高い
自治体への譲与額を増大させるよう見直すこと。

8．地域間の財源遍在性の是正に向けては、遍在性の小さい所得税・消費税を対象に
国税から地方税への税源移譲を行うなど、抜本的な改善を行うこと。

　また、各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検
証した上で、代替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対
応を図ること。

9．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特例
の終了への対応、小規模自治体に配慮した段階補正の強化などの対策を講じるこ
と。

10．依然として、4兆5000億円強と前年度を超える規模の財源不足があることから、
地方交付税の法定率を引き上げ、臨時財政対策債に頼らない地方財政を確立す
ること。

内閣総理大臣

内閣官房長官

総務大臣

財務大臣

経済産業大臣

内閣府特命担当
大臣（地方創生
規制改革担当）

内閣府特命担当
大臣（経済財政
政策担当）

国へ提出する 2本の意見書
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